
３２　工場誘致条例等による減免額に関する調
（単位：千円）

① ②

個人

法人

不動産取得税

固定資産税（特例分）

（注）　１　この調は，当年度において減免の決議をしたものについて当該減免額を記載した。

　　　　２　「低工法等に基づく基準財政収入額の控除の対象となる減免額」は，課税免除又は不均一課税をした場合において，低工法等の

　　　　　規定により基準財政収入額から控除する額の算定の基礎となった減免額（75/100を乗ずる前のもの）を記載した。

　　　　３　「その他の減免額」の「低工法等による財政措置の適用地区に係るもの」は，総合保養地区整備法に基づくものである。

　　　　４　「その他の減免額」の「その他」は，企業立地促進のための県税の課税免除等に関する条例に基づくものである。

３３　地方税に関する争訟に関する調

（1）　不服申立てに関する調 （単位：件）

個　 人 非自主決定
分

-  -  -  -  -  -  -  -  -  -   -   -  

事業税 自主決定分 -  -  -  -  -  -  -  -  -  -   -   -  

3 1 4 -  3 -  1  -  4 -   -   -  

-  -  -  -  -  -  -  -  -  -   -   -  

-  -  -  -  -  -  -  -  -  -   -   -  

-  -  -  -  -  -  -  -  -  -   -   -  

1  -  1  1  -  -  -  -  1  -   -   -  

4 1 5 1  3 -  1  -  5 -   -   -  

（注）　１　この調は，当年度における不服申立事案について作成した。

　　　　２　「却下」とは不服申立ての要件の備わっていない等の場合においてその審理を拒否する決定又は裁決をいい，「棄却」とは不服申

　　　　　立てを理由無しとして前の処分を是認する決定又は裁決をいい，「取消」とは不服申立てを理由ありとして原処分を取り消す決定を

　　　　　いい，「取下」とは不服申立てをしたものが不服申立てをした後決定までの間にその申立てを取り下げることをいう。

　　　　３　「国税決定の繰越に伴うもの」は、法第19条の９第２項の規定によるものを，「その他」は本県自体がその決定又は裁決を繰越し

　　　　　たものを記載した．

（2）　訴訟に関する調 （単位：件）

個　 人
非自主決定

分 -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -   -   -   -  -  

事業税 自主決定分 -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -   -   -   -  -  

-  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -   -   -   -  -  

-  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -   -   -   -  -  

-  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -   -   -   -  -  

-  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -   -   -   -  -  

-  -  -  -  -  -  -  -  -  -  - -  -  -  -   -   -   -  -  

-  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -   -   -   -  -  

-  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -  -   -   -   -  -  
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